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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第３四半期
連結累計期間

第76期
第３四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自平成25年１月１日
至平成25年９月30日

自平成26年１月１日
至平成26年９月30日

自平成25年１月１日
至平成25年12月31日

売上高 (百万円) 20,766 21,745 28,770

経常利益 (百万円) 715 806 1,213

四半期(当期)純利益 (百万円) 313 412 722

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 681 723 1,212

純資産額 (百万円) 7,322 8,314 7,859

総資産額 (百万円) 18,229 21,828 20,878

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 49.80 62.23 113.15

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) - - -

自己資本比率 (％) 40.2 38.1 37.6

 

回次
第75期

第３四半期
連結会計期間

第76期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純損失(△) (円) △30.97 △22.89

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．１株当たり四半期（当期）純利益の算定の基礎となる自己株式数については、「株式給付信託（従業員持株会

処分型）」信託Ｅ口が所有する当社株式を自己株式に含めて算出しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】
　当社グループは、消費税等の会計処理につき税抜方式を採用しているため、以下の記載金額には消費税等は含まれて

おりません。

 

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当社は、平成26年９月30日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるイージェイ株式会社の株式の全部を

Storopack Hans Reichenecker GmbHへ譲渡することを決議し、同日付で同社との間で株式譲渡契約を締結いたしまし

た。詳細につきましては、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」をご参照下さ

い。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年９月30日まで）のわが国経済は、円安の進行による輸

入物価の上昇、消費税率のアップによる個人消費の落ち込みなど、年初から順調に拡大してきた景気に停滞の兆しが

見られました。

当社を取り巻く環境装置機械業界においては、公共分野では国土強靭化政策に基づく上下水道施設の老朽化対策や

2020年の東京オリンピック開催に向けた東京湾岸地区再開発の予算増加等が見られました。また、民間分野では企業

収益の増加により設備投資意欲の改善は見られたものの、実行に対しては依然慎重な姿勢が見られました。

このような事業環境の下、当社グループは、企業価値の向上を目指し、以下の戦略に取り組んでおります。

①　東北地域の震災復興に尽力するとともに、組織及び人員体制の見直しを行い、関西を中心とした西日本地域での

販売拡大を目指す。

②　栽培・養殖及び水再生分野におけるエンジニアリング事業の強化を行うとともに、開発完了した製品の市場投入

を早め、取扱製品のラインナップを増やす。

③　新たに建設した「かずさ生産技術センター」を本格稼働し、公共向け新型ブロワの製造と拡販に努める。

④　他社とのアライアンスや外部機関との共同研究を深め、新商材・新販路の開拓に努める。

 

これらの活動の結果、当第３四半期連結累計期間の受注高は20,825百万円（前年同期比11.9％減）、売上高は

21,745百万円（前年同期比4.7％増）、営業利益は776百万円（前年同期比23.7％増）、経常利益は806百万円（前年

同期比12.6％増）、四半期純利益は412百万円（前年同期比31.4％増）となりました。

 

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

（環境関連）

環境関連製品の製造・販売を手掛ける当セグメントは、受注高においては、前期の用水処理向け大型プラントの反

動減や農業集落排水向けスクリーン、リアクター等が低調であったことから減少しました。また、売上高において

は、用水処理向け大型プラントの売上計上があったものの、水産関連の大型物件の反動減が影響したことから、前年

同期を下回りました。

これらの結果、当セグメントの受注高は4,150百万円（前年同期比38.1％減）、売上高は5,445百万円（前年同期比

11.9％減）、セグメント利益は192百万円（前年同期比58.1％減）となりました。

（水処理関連）

上下水道向けの設計・施工を手掛ける当セグメントは、受注高においては、東北地域における復旧・復興案件や、

大都市圏における設備の省エネ化・耐震化及びゲリラ豪雨対策などの受注が堅調に推移したものの、前年同期におい

て東北地域における大型の浄水場災害復旧物件の計上があったことから、反動減となりました。売上高においては、

前期に受注した大型案件の施工が進行基準により段階的に売上計上されたこと等から、前年同期を上回りました。

これらの結果、当セグメントの受注高は8,137百万円（前年同期比13.4％減）、売上高は9,103百万円（前年同期比

32.5％増）、セグメント利益は651百万円（前年同期比95.5％増）となりました。
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（風水力冷熱機器等関連）

主にポンプ、冷凍機、空調機器などを商社として販売する当セグメントは、受注高においては、東京オリンピック

開催に向け築地市場の移転等を含めた湾岸地域の再開発や、東京都を中心とした主要都市の再開発案件が引き続き堅

調に推移したことから、前年同期に比べ増加しました。売上高においては、前期末の受注残高が少なかったことが影

響し、前年同期を下回りました。

これらの結果、当セグメントの受注高は8,537百万円（前年同期比13.3％増）、売上高は7,196百万円（前年同期比

6.7％減）、セグメント利益は392百万円（前年同期比1.9％増）となりました。

 

当第３四半期連結累計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

環境関連 4,150 61.9 2,746 53.0

水処理関連 8,137 86.6 10,775 112.0

風水力冷熱機器等関連 8,537 113.3 4,899 120.9

合計 20,825 88.1 18,421 97.7

 

（２）財政状態

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ949百万円増加し21,828百万円となり

ました。主な要因は、現金及び預金の増加1,563百万円、有形固定資産の増加358百万円、投資有価証券の増加593百

万円、受取手形及び売掛金の減少1,924百万円等であります。

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ495百万円増加し13,514百万円となり

ました。主な要因は、前受金の増加793百万円等であります。

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ454百万円増加し8,314百万円となり

ました。主な要因は、四半期純利益412百万円の計上及びその他有価証券評価差額金の増加311百万円、剰余金の配当

285百万円による減少等であります。この結果、自己資本比率は38.1％となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は614百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年11月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,715,000 6,715,000
東京証券取引所
市場第一部

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式
単元株式数100株

計 6,715,000 6,715,000 - -

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

- 6,715,000 - 1,001 - 831

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式(自己株式等) - - -

議決権制限株式(その他) - - -

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　　　7,600 -
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式
単元株式数100株

完全議決権株式(その他) 普通株式　　6,704,700 67,047 同上

単元未満株式 普通株式　　　　2,700 - 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 6,715,000 - -

総株主の議決権 - 67,047 -

（注）「株式給付信託（従業員持株会処分型）」の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が

平成26年６月30日現在において所有する当社株式76,168株（議決権の数761個、実質保有株式数75,268株（議決権の

数752個））につきましては、完全議決権株式（その他）に含めて表示しております。
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②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

荏原実業株式会社
東京都中央区銀座
七丁目14番１号

7,600 - 7,600 0.11

計 - 7,600 - 7,600 0.11

（注）「株式給付信託（従業員持株会処分型）」の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が

平成26年６月30日現在において所有する当社株式76,168株（実質保有株式75,268株）は、上記自己株式には含めてお

りません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,644 3,207

受取手形及び売掛金 ※１,※２ 10,072 8,148

商品及び製品 648 1,028

仕掛品 166 217

未成工事支出金 472 331

原材料及び貯蔵品 137 169

繰延税金資産 164 135

その他 207 264

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 13,510 13,499

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,407 2,974

減価償却累計額 △1,220 △1,288

建物及び構築物（純額） 1,187 1,686

機械装置及び運搬具 122 123

減価償却累計額 △95 △101

機械装置及び運搬具（純額） 26 21

工具、器具及び備品 374 412

減価償却累計額 △297 △324

工具、器具及び備品（純額） 76 87

土地 1,420 1,423

その他 168 22

減価償却累計額 △15 △18

その他（純額） 153 4

有形固定資産合計 2,864 3,223

無形固定資産 55 48

投資その他の資産   

投資有価証券 2,288 2,881

保険積立金 1,105 1,139

投資不動産（純額） 693 681

繰延税金資産 10 8

その他 464 461

貸倒引当金 △115 △115

投資その他の資産合計 4,447 5,056

固定資産合計 7,367 8,328

資産合計 20,878 21,828
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 8,410 7,791

短期借入金 1,300 1,180

未払法人税等 159 193

未払消費税等 43 10

前受金 1,163 1,956

賞与引当金 - 170

工事損失引当金 - 9

その他 ※２ 837 909

流動負債合計 11,914 12,221

固定負債   

長期借入金 72 53

繰延税金負債 357 603

退職給付引当金 386 369

役員退職慰労引当金 217 196

その他 70 70

固定負債合計 1,104 1,292

負債合計 13,018 13,514

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,001 1,001

資本剰余金 831 831

利益剰余金 5,400 5,528

自己株式 △111 △96

株主資本合計 7,121 7,264

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 738 1,049

その他の包括利益累計額合計 738 1,049

純資産合計 7,859 8,314

負債純資産合計 20,878 21,828
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 ※ 20,766 ※ 21,745

売上原価 16,226 16,956

売上総利益 4,539 4,789

販売費及び一般管理費 3,912 4,013

営業利益 627 776

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 19 21

投資不動産賃貸料 67 54

投資有価証券売却益 83 -

その他 36 6

営業外収益合計 210 87

営業外費用   

支払利息 10 9

不動産賃貸費用 50 31

貸倒引当金繰入額 50 0

支払手数料 1 11

為替差損 1 1

その他 6 2

営業外費用合計 121 57

経常利益 715 806

特別損失   

固定資産処分損 1 3

投資有価証券評価損 82 19

特別損失合計 83 23

税金等調整前四半期純利益 632 782

法人税、住民税及び事業税 125 267

法人税等調整額 192 103

法人税等合計 318 370

少数株主損益調整前四半期純利益 313 412

四半期純利益 313 412
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 313 412

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 367 311

その他の包括利益合計 367 311

四半期包括利益 681 723

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 681 723

少数株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（追加情報）

（株式給付信託（従業員持株会処分型））

当社は、平成23年２月９日開催の取締役会において、荏原実業社員持株会（以下「持株会」という。）に対して当

社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理により得た収益を従業員へ分配することを通じて、従業員の福利

厚生を図り、従業員の株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当社の企業価値の向上を図ることを目的として、

「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本信託」という。）の導入を決議いたしました。

本信託は、持株会に加入するすべての従業員を対象に、当社株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・

プランです。本信託導入後５年間にわたり持株会が取得する見込みの当社株式を、本信託の再信託受託者である資産

管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下「信託Ｅ口」という。）が予め一括して取得し、持株会の株式取

得に際して当社株式を売却していきます。信託終了時までに、信託銀行から持株会への売却を通じて、本信託の信託

財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する持株会会員に分配

します。また、当社は信託銀行が当社株式を取得するための借入に対し保証を行っているため、信託終了時におい

て、当社株価の下落により当該株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済

することとなります。なお、当社は平成23年４月５日付で、自己株式145,868株を信託Ｅ口へ譲渡しております。

当該自己株式の処分に関する会計処理については、当社と信託Ｅ口は一体であるとする会計処理をしており、信託

Ｅ口が所有する当社株式や信託Ｅ口の資産及び負債については、連結貸借対照表に含めて計上しております。

このため、自己株式数については、信託Ｅ口が所有する当社株式を自己株式数に含めて記載しております。なお、

当第３四半期連結会計期間末現在において、信託Ｅ口が所有する当社株式（自己株式）数は70,768株であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 7百万円 -百万円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、前連結会計年

度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。

また、ファクタリング方式により当社グループに対する債権者よりみずほファクター㈱に譲渡された債権（当社グ

ループの買掛金及び未払金）の会計処理は、決済日をもって処理しているため、次の連結会計年度末決済買掛金及び

未払金が連結会計年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

受取手形 68百万円 -百万円

支払手形及び買掛金 337 -

流動負債その他(未払金) 11 -

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　

平成26年１月１日　至　平成26年９月30日）

※　当社グループは、売上高の官公庁依存度が高いことから、第１四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計

期間の売上高と比べ著しく高くなっております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

減価償却費 107百万円 132百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月26日
第74期定時株主総会

普通株式 118(注)１ 20.00 平成24年12月31日 平成25年３月27日 利益剰余金

平成25年７月31日
取締役会

普通株式 134(注)２ 20.00 平成25年６月30日 平成25年９月５日 利益剰余金

（注）１．配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（株式給付信託（従業員持株会処分型））信託Ｅ口に

対する配当金２百万円を含めております。

２．配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（株式給付信託（従業員持株会処分型））信託Ｅ口に

対する配当金１百万円を含めております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成25年４月16日を払込期日とする公募による自己株式の処分（一般募集）を行ったことに伴い自己株式

処分差損が307百万円発生したことにより、第３四半期連結累計期間において同額利益剰余金が減少するとともに、

自己株式が1,129百万円減少しております。

また、平成25年５月９日を払込期日とする第三者割当による新株式発行（オーバーアロットメントによる当社株式

の売出しに関連する第三者割当）を行い、第３四半期連結累計期間において資本金及び資本剰余金がそれぞれ44百万

円増加しております。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において資本金が1,001百万円、資本剰余金が831百万円、利益剰余金

が4,992百万円、自己株式が118百万円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月26日
第75期定時株主総会

普通株式 134 20.00 平成25年12月31日 平成26年３月27日 利益剰余金

平成26年７月31日
取締役会

普通株式 150 22.50 平成26年６月30日 平成26年９月８日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（株式給付信託（従業員持株会処分型））信託Ｅ口に対す

る配当金１百万円を含めております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２ 環境関連 水処理関連

風水力冷熱
機器等関連

売上高       

外部顧客への売上高 6,182 6,872 7,711 20,766 - 20,766

セグメント間の内部売上高
又は振替高

- - - - - -

計 6,182 6,872 7,711 20,766 - 20,766

セグメント利益 459 333 385 1,178 △550 627

（注）１．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損
益計算書計上
額(注)２

 環境関連 水処理関連
風水力冷熱
機器等関連

売上高       

外部顧客への売上高 5,445 9,103 7,196 21,745 - 21,745

セグメント間の内部売上高
又は振替高

- - - - - -

計 5,445 9,103 7,196 21,745 - 21,745

セグメント利益 192 651 392 1,236 △460 776

（注）１．セグメント利益の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益  49円80銭 62円23銭

(算定上の基礎)    

四半期純利益金額 (百万円) 313 412

普通株主に帰属しない金額 (百万円) - -

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 313 412

普通株式の期中平均株式数 (株) 6,303,110 6,628,837

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎となる自己株式数には、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」信

託Ｅ口が所有する当社株式（前第３四半期連結会計期間末89,368株、当第３四半期連結会計期間末70,768株）を

含めております。これは当社と信託Ｅ口が一体であるとする会計処理に基づき、「株式給付信託（従業員持株会

処分型）」信託Ｅ口が所有する当社株式を含めて自己株式として処理しているためであります。

 

（重要な後発事象）

重要な子会社等の株式の売却

当社は、平成26年９月30日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるイージェイ株式会社（以下「イー

ジェイ」という。）の株式の全部をStoropack Hans Reichenecker GmbH（以下「Storopack社」という。）へ譲渡す

ることを決議し、同日付で同社との間で株式譲渡契約を締結し、平成26年10月15日付で株式譲渡を実行いたしまし

た。

（１）株式譲渡の理由

当社は、水処理を中心とした環境関連製品の設計、製造、販売、メンテナンスをコアビジネスとして展開して

おり、イージェイは、主にバイオプラスチック（生分解性プラスチック）を素材とした緩衝材の製造、販売を手

掛けております。イージェイ及びStoropack社は以前から協業関係にありましたが、今般、Storopack社にイー

ジェイの株式を譲渡することにより、当社は経営資源をコアビジネスに重点的に投下でき、また、イージェイに

とっても更なる業容拡大につながるものと判断いたしました。

（２）譲渡する相手会社の名称

Storopack Hans Reichenecker GmbH

（３）譲渡の時期

平成26年10月15日

（４）当該子会社の名称、事業内容及び取引内容

名称　　　　　　：イージェイ株式会社

事業内容　　　　：包装用資材、緩衝用材料の製造・販売

当社との取引内容：なし
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（５）譲渡株式数、譲渡損益及び譲渡後の持分比率

譲渡株式数　　　：2,400株

譲渡損益　　　　：売却益190百万円を特別利益として計上する見込みです。

譲渡後の持分比率：-％

 

２【その他】

平成26年７月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額　　　　　　　　　　　　150百万円

（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　22円50銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　平成26年９月８日

（注）１．平成26年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（株式給付信託（従業員持株会処分型））信託Ｅ

口に対する配当金１百万円を含めております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 

   平成２６年１１月７日

荏原実業株式会社    
 
 取締役会　御中  

 
 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 石　井　哲　也　　　印  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 山　本　千鶴子　　　印  

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている荏原実業株式

会社の平成２６年１月１日から平成２６年１２月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２６年７月

１日から平成２６年９月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年１月１日から平成２６年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、荏原実業株式会社及び連結子会社の平成２６年９月３０日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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